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 地震の空間的分布 の状況とその活動の特性を明 らか にする こと は, 地震学上の基礎的資料である
 のみでな く、 地質学, 地球内部構造の研究等, 関連する他の地球物理学の分野に対しても重要な情
 報を提供する。
 本論文でば, 日本列島むよ びそ の周辺に蔚ける地震活動を, 新たに増補された資料によ り詳細に
 調べ, 地震の空間的分布の状況, 活動 の地域的特性, むよびそれらと地質構造, 地形、 火山, 重力
 異常等との関係について論 じる。
 また, 地震旗発地域の構造的特性について, 地震波の伝播に与える影響と いう立場か ら考察する。
 豆 震源決定の精度
 地震の分布と他の地球物理学的諸現象と の関係を対比する場合, 震源 決定の精度をこえた議論は
 無意味であるので, 最初に震源要素の持つ精度, かよ びその時代的推移, 地域的変化等について検
 討し プ語
 本論文 で主と して使用してい る1951 年以降の震源要素 ⊂気象庁から刊行されている資料による)
 は, 内陸および近海に発生した主要な地震について, 震央は約± 1/10 度, 震源の深さは約±20㎞
 以内の精度を持つと 推定され, 本論文 でと りあつかう範囲内 の問 題π十分たえ られるも のであ る。
 皿 マグこチュードについて
 日本国内の観測値を用いて, 近地地震のマ グニヂ・一 ドを求める方法と して, 河角, 坪井の式が
 広く用いられているが, それらは浅い地震 〔深さ60㎞程 度ま で) についてのみ適用される方法であ
 る。 わが国では, 深い地震のマグニチュー ドを求める適当な方法が確立されていないため, 気象庁
 から刊 行されている地震資料でば, 深 さ60㎞以上の地震のマグニチュー ドは空白とな ッてい る。 こ
 のため, 従来のサイスミシティに関す る研究の多くは, 浅い地震のみを扱っているか, あるいは深
 い地震のマダニ チュー ドについて考慮 して いない。
 日本列島 お・よびそ の周辺 では浅い地震のみでなく梢深発 地震 ⊂震源の深さ70、 300 ㎞〕, 深発地
 震 し震源の深さ 300 ㎞以 ■ヒ) の活動も活溌であ り, これら深い地震のマグニチュー ドの 資料を欠い
 てはサイ スミシティ を完全に把握することは困難であ る。 筆者は深い地震のマ グニチュー ドを求め
 る方法を提唱1.『, そ れを用い て深さ60㎞以上 の全 地震 のマ グニチュー ドを決定した上 で研究を 進め
 た。
 坪井の式 にもとずく浅い 地震に 関する気象庁のマ グニチュー ドと筆 者の方法 によ る深い 地震 のマ
 グニチュー ドとは, ほ ゾ同一体系の もの であ るが ⊂以下M であ らわす), これらと USCGS, その
 他 で用い られている実 体波にもとず くマグニチ ュー ド (m であ らわす) との関係は
    m=0.5十〇.85M となる。
 サイスミシティを議論するさいに, 観測網 の持つ地震検知能力の限界, 特に、 その地域性につい
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 て十分な考慮が払 われない場 合には結果にゆがみを生じる 卦それがあ る。 わが 国の常時地震観測に
 おける地震検知能力 一 もれなく震源要素 が求め られる地震のマ グニチュー ドの最小値とする ～
 は、 沿岸から約 200 ㎞以内の範囲についてM6程度である。 しかし、 M6以上の地震の資料だけを
 用いてサィスミシティ の詳細な研究, 特に, その地域的特性を議論する ことは資料不足によ り, 一
 般に困難である。 筆者は多数の地震について再調査し, 資料を追加, 補充した。 その結果, 使用出
 来るマグニチュー ドの範囲をM51/2程 度 にま で拡張することが出来た。 葦 た、 関東, 近畿地方等
 の内陸や近海についてはM41々 程度の地震の資料ま で利用 出来るようにな り, 地震発生の地域的
 特性 につい て議論する こと を可能とし た。
 y 日本列島およびその周辺における地震活動
 深発地 震は, マリアナ～小笠原から本州 ⊂近畿地方) を横断し日本海にいたる地震帯と, 日本 海
 西岸附近からオホーツク海に延びる地震帯と を形成している。 一般に, 両者は連続した一系統のも
 のと考えられているが, 両者の交わる日本海南部では地震分布が不連続となつ ている。 梢深発地震
 は, マ 1フ アナ～小笠原～本州 ⊂中部以北) ～北海道～千島を通りカムチャッカ南部にいたる地震帯
 が, ほ 9連続的に追跡出来る。 九州～琉球にはこれとは別の系統の梢深発地震帯 があ る。 東日本火
 山帯, 西日本火山帯は 1二 記2系統の梢深発地震帯とほy平行して走っている。 浅発地震は広範囲に
 分布 しているが, 東北日本と西南日本とでは著しく分布 の状況が異な る。 マ ントル上部での地震活
 動は, 関東地方以北の太平洋側に集中し明瞭な帯状分布 を示しているが, 西南日本では比較的少な
 い。 地殻内の地震は日本列島のほ ず全域に分布しているが, 前者に比べ活動度は低い。
 地震活 動は一般 に空間的に著しく 集中して論り, それ らの地震群は いくつかの“ 地震の巣" と呼
 ばれる構造を形成している。 しかし, 大規模な地震はそれらの巣の中心部には少なく, むしろ周辺
 部に発 生している場合が 多い のが注 目され る。
 日本列島およ びその周辺地域 (28。～48?N, 128曳150。Eの範囲) では, M6以上の地震が年平
 均1 6～17回 〔うち浅い地震は11～12回) 発生している。 己れらの地震によって放出されるエネルギ
 ーは 2.7×1023erg/年 ⊂う ち浅い地震は 2・0×1び3 erg) である。 全世界の地震活動に対し
 て占める割合は, 頻度では約6%, エネルギー 量では 9～10%となり, 日本付近 が世界でもっとも
 地震活動の高い地域 ⑳一つであること, 特に, 大規模な地震の多いこと を示 している。
 日本列島およ びそ の周辺では, 地殻底～マントル上部 ⊂深さ30～70㎞) で地震活動が著しく活溌
 で, 大規模な地震の多くもこの深さに発生している。 梢深発地震の占める比率は世界の平均的な傾
 向と比べや、低 レ・。 深発地震の比率は全般に高いが, 特に, 300 ～ 350 ㎞の深さの地震が多いのが
 目立つ。
 V 地震発生の規模別頻度
 ある地域 の地震群の規模別 の頻度分布は
   n ⊂M) dM- const. ×10『 bMdM 〔n ;地震回数, b;常数) で近似的にあらわされる。
 bはその地域 の地体構造, 地震発生の深 度等 によって変化 する量であ ると する議論が多いが, 一方
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 bの一定性を主張する研究 もあ る。 ま た, bを算出する場合の時間, 空間の選 び方, 資料の処理の
 方法等にも多く の問題が残されてい る。 筆者は増補され た新しい資料 を用いて, いくつかの地震の
 巣を単位地震区と して選び, bの値を比較しブこ。 結果の一部が表に示されているが・ bは 0・ 8～L
 Oとなっており, 地域的にも, 深さ別にも有意な差は一般に認められない。 bは構造の地域性を敏
                            感に反映し, 大きく変化する量
        各地域のbの比較
                            ではなく, ほず一定値 0.9±
                            0.1程度とい える。
                             ま だ, 地震動の振巾の頻度分
                            布に関する石本・飯田の式
                            10gn (A}・= cons t. A -cdA
                            (Aは記録上の最大振巾ク から
                            求められる。は b=c-1
                            と いう関係を通 じてbと同等 に
                            あっかわれている。 Mの分布か
                            ら求められるbがある地域に関
                            する平均的 な量 であ るのに対し
                            て, c は観測点付近の局地的な
                            条件によっ ても影響 され る。 し
 たがっ て, c の相違を直ち に地震発生の規模別頻度 の特性の相違とみること には注意 を要する。
 W 地震の立体的分布と地体構造
 日本列島 を構成している多くの島弧では, 太平洋地域 の他 の弧状構 造でも共通に見 られるよろ に,
 海溝, 浅発地震, 重力の負の異常帯, 火山帯, 重力の正の異常帯, 深発地震帯等が一定の秩序でほ
 ぼ平行に配列している。 島弧に直交する断面上で震源の垂直分布 の状況を見ると, 震源は海溝附近
 か ら陸 側へ傾斜していく厚さ 50 ～ 100㎞の層の中に集中し ている。 この震源帯の傾斜角は 30。～60。
 の範囲で地域的に変化している。 地震活動の活溌な深度, 他の地球物理学的諸現象の配列との位置
 の関係等も各島弧でそれぞれ多少異っている。 震源帯の形態は 地域的 に変形されているが, ほ9直
 線的となっている。
 島弧周辺における地震の立体的分布の状況, 診よぴ地震の発震機構等は・Sea floor Spread-
 ing 説・ にもとずくプレート ・テクトニックス 一 島弧の下に表面物質 〔llthosp here) が下降す
 ると するモ デル 一 とも矛盾しない。
 題 地霧の分布と地震波伝播の異常
 地震は空間的に一様に発生しているのでは なく, 地域的にかたよっ た分布 を示 している。 特に,
 深い地震はかぎられた地域にだけ発生している。 地震発生の機構, その分布等を支配する要素は未
 知であるが, 上記のことは地球内部の不均一性が地殻内にと どま らず, 6- 700 ㎞の深層にま で沿
   地域地震の深さb
   北海道襟裳岬附近 ～ 青森県東方沖30 ～ 70Km0.98 ± 0.02
   一『一■一一一 一一一一一 一幅一『一一一一 一一一一一一一一一一一 一一一}一一一一『一一一-一一
   関東地方中 部 ～東部沿岸30 ～ 900.94 0.02
   一■ 一一一r一一r一一_一-__一『一一一 一一一一一一一一『一』一一一一一一■一一一一 一一一一一一一一一一一一一-一一一一
  紀伊半島西部 ～四国東部O.300.94 0、02
   一一一一一一一一『一一一}一一一』 T一一-一一 一一一一 輻一『一『一-一一一一一、一一』一一 一-『一一一『一『一輻一7一
   九州日向灘0～300.84 0.03
  0～701.00 0.01
  日本列島齢よび一一一一'一 一一一r一一一一一一r■一一■一一一一一一一一_一一一一一・
   その周辺地域70 ～3001.00 0、01.
  ■一■-一一一一『『『一■一『一一一一一一一一
  300 ㎞以 上0.93 0,92
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 よんでいることを示しているとみることが出来る。 すな わち, 地震 の発生する地域を構成している
 媒質と, 地震の発生 しない地域 の媒質と では物性, あるいは 状態等が相違する可能性を示している。
 それらの相違を検出するため, 両地域を通過して伝播する地震波の速度, 減衰性等について比較
 した。 そ の結 果, 地震の多い地域を通過し た地震波は他 の地域を通過し た波に比べ速度が大 し相対
 的に 5へ 7%, 特に, S波について明瞭ク であ り, 減衰が少ない (特 に, 短周期の波の減衰が少な
 い, Q値にしてほず1桁程度大きい) ことが認められ アこ。
 これらのことにより, 東北日本と西南日本と での地震波 の走時, 地震動の振巾, 地震記象型の相
 違, および異常震域現象等の説明が可能となる。 また, 島弧の下に lithosphere (相対的に低温で










 勝又護提出 の学位論文は 「日本列島およびそ の周 辺におけ るサィ スミシティ とそ れに関連す る諸問題」
 と題し8章か らなっている。 サイスミシティ (地 震活動度)は単 に地震の現象論的記述にとどま らず,
 地震発生機構の解明ひいては地球内部の力学的状態等の問題について, 有力な手がかりを与えるもので
 あ る。
 現在迄の研究は日本附近ではかなり くわ しくこ の種 の研究が行なわれているが, いずれもマ グニチュ
 ー ドの大 きい地震のみが完全 な資料 のもとに行なわ れ, 又深い地震についてはマダニ チュ ードの値が与
 え られていなかった。
 勝又はこ の点に関し気象庁で出版している資料 にきらに自 から調査した 小さ い地震に関する資料 を補
          11
 足 し, マグニチュード5 喜迄 (内陸についてはほぼ4百迄)の完全と思われる資料 を作製した。 又深い
 地震のマ グニチュー ドを求める方法 を見出し, これに基い て深発地震にいたる迄 の資料 についてマ グニ
 チュードを決定し た。
 勝又は以 一ヒの資料をもとにして日本 付近のサイスミシティをくわしく 調べてい るが, その主な結果は
 次のよ うなものである。 日本の地震活動 の全世界 に対する比率 は頻度では6 %, エネルギーで9～10%
 になり, 深発地震特に 300 ～ 350 km 付近のものの比率が太き い。 又深発地震は50 ～ 100 km の厚さの
 層 に集中 し, 海溝から大陸側に向 けて 傾斜 してい る。 又従来連続した一系 統のものと考え られていた伊
 豆マリアナから日本海に至 る深発地震帯と, 日本海からオホーツクにのびるものとは日本海南部で は不
 連続になつ てい る。 この傾斜角 は地域により変化し 30 ～ 60。の値 をと る。 最も活動 の大きいマントル上
 部の地震については・ 東北日本で明らかな帯状 構造をな し, 特にその両端がはっきり しているのが特,徴
 的である。
 一般 に上述の地震活動 は座間的に群をな して起る傾向が 明瞭に見 られ る。 このよう な各群につい て地
 震頻度とマ グニチュー ドの関係式の係数bを調べてみたが, 地域による有意な変化は認め られず, 地体
 構造 と の関連 は認められない。
 以一ヒのべ たよ うに深 い地震は極めて狭い限 られた部分に密集 して起っているが, こ のよ うな部分の特
 殊性 を調べるために, 地震波 の中 でこのよ うな地域 のみ を通過す る経 路の波 と通過しな い波 の比較を行
 なった。 そ の結 果こ のような地 震活動 のあ る地域では5～7%速度が早 く, 短周期 の波の減衰(Qの値
 で1桁程度)小さ いこ とが確かめ られた。 以上の色々な特性は最近提唱されてい る所謂PlaLe LecLonics
 の理論とも矛 盾しない。
 上に述べたよ うに勝又の論文は新しく 且つ 完全な資料にもとづい て, サィスミシティをくわしく調べ,
 地震活動地域 の特性を明らかにしたもので, 地震学上有益な新しい知見を与えたものであ る。 よって勝
 又護提出の論文は, 理学博士の学位論文として合格 と認め る。
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